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輸⾎医療における
タスク・シフト/タスク・シェア

第17回神奈川県合同輸⾎療法委員会

⽇本⾚⼗字社北海道ブロック⾎液センター

紀野 修⼀
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COI 開⽰

筆頭発表者名︓ 紀野修⼀

演題発表に関連し、開⽰すべき COI 関係にある
企業などはありません。
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今⽇の内容

 ⽇本の医療提供体制の現況

 労働基準法改正から始まったタスク・シフト/シェア

 タスク・シフト/シェアは国をあげた医療変⾰

 次なるタスク・シフト・シェアは医療現場に存在する

 輸⾎医療関係者への期待
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今⽇の内容

 ⽇本の医療提供体制の現況

 労働基準法改正から始まったタスク・シフト/シェア

 タスク・シフト/シェアは国をあげた医療変⾰

 次なるタスク・シフト・シェアは医療現場に存在する

 輸⾎医療関係者への期待
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全病床数（⼈⼝1000対） 2019年
医療提供体制の国際⽐較 OECD加盟国との⽐較 厚⽣労働省

⽇
本 ⼈⼝1000⼈あたりの全病床数は

OECD加盟国中トップ14
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全病床数（⼈⼝1000対）の推移 G7加盟国
医療提供体制の国際⽐較 OECD加盟国との⽐較 厚⽣労働省
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Curative Care を⾏う病床の平均在院⽇数
医療提供体制の国際⽐較 OECD加盟国との⽐較 厚⽣労働省

⽇
本 ⽇本のCurative Careを⾏う病床の平均在院⽇数は

OECD加盟国中では、「突出して⻑期間」18
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Curative Care を⾏う病床の平均在院⽇数 G7加盟国
医療提供体制の国際⽐較 OECD加盟国との⽐較 厚⽣労働省

⽇本

ドイツフランス
イタリアアメリカ

カナダ

英国

⽇本のCurative Careを⾏う病床の平均在院⽇数は
G7の中では突出して⻑いが、近年短縮傾向
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⼈⼝1000⼈あたりの医師数 2018年
医療提供体制の国際⽐較 OECD加盟国との⽐較 厚⽣労働省

⽇
本

⽇
本

⽇本の⼈⼝1000⼈あたりの医師数は
OECD加盟国中最低レベル6
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⼈⼝1000⼈あたりの薬剤師数 2018年
医療提供体制の国際⽐較 OECD加盟国との⽐較 厚⽣労働省

⽇
本 ⽇本の⼈⼝1000⼈あたりの薬剤師数は
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⼈⼝1000⼈あたりの看護師数 2018年
医療提供体制の国際⽐較 OECD加盟国との⽐較 厚⽣労働省

⽇
本

⽇本の⼈⼝1000⼈あたりの看護師数は
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国⺠1⼈あたりの年間外来受診回数 2018年
医療提供体制の国際⽐較 OECD加盟国との⽐較 厚⽣労働省

⽇
本

⽇本の国⺠1⼈あたりの年間外来受診回数は
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医師1⼈あたりの年間外来診療件数 2018年
医療提供体制の国際⽐較 OECD加盟国との⽐較 厚⽣労働省

⽇
本 ⽇本の医師1⼈あたりの年間外来診療件数は

OECD加盟国中２位
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今⽇の内容

 ⽇本の医療提供体制の現況

 労働基準法改正から始まったタスク・シフト/シェア

 タスク・シフト/シェアは国をあげた医療変⾰

 次なるタスク・シフト・シェアは医療現場に存在する

 輸⾎医療関係者への期待
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医師の働き⽅改⾰の経緯
2017年3⽉ 働き⽅改⾰実現会議（議⻑︓安倍晋三総理）が、「働き⽅改⾰実⾏計画」を決定

 医師に関しては、応召義務の特殊性を踏まえた対応が必要。
 2年後を⽬途に規制の具体的な在り⽅、労働時間の短縮策等について検討し、結論を得る

2017年8⽉ 「医師の働き⽅改⾰に関する検討会」設置
 2019年3⽉ 報告書公表、「医療従事者の合意形成のもとでの業務の移管や共同化（タスク・シフ

ティング、タスク・シェアリング）」について徹底して取り組んでいく必要があるとされた。
2019年4⽉1⽇ 改正労働基準法施⾏

 時間外労働の上限は、⽉45時間/年360時間以内
 2024年4⽉から医師の時間外労働時間に上限が設定される。

2019年6⽉ 医政局が30団体からタスク・シフト/シェアの具体的内容や課題をヒアリング
2019年10⽉ 「医師の働き⽅改⾰を進めるためのタスク・シフト/シェアの推進に関する検討会」発⾜

 2020年12⽉ 「議論の整理」公表
2021年5⽉28⽇ 改正医療法公布（良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進する

ための医療法等の⼀部を改正する法律）
2024年4⽉1⽇ 医師の時間外労働に上限設定

労働基準法改正から始まったタスク・シフト/シェア

5
年
間

2
年
間
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2019年4⽉1⽇ 労働基準法改正

働き⽅改⾰の⽬指すもの
 「働き⽅改⾰」は、働く⽅々が、個々の事情に応じた多様で柔軟

な働き⽅を、⾃分で「選択」できるようにするための改⾰です。
 ⽇本が直⾯する「少⼦⾼齢化に伴う⽣産年齢⼈⼝の減少」、

「働く⽅々のニーズの多様化」などの課題に対応するためには、投
資やイノベーションによる⽣産性向上とともに、就業機会の拡⼤や
意欲・能⼒を存分に発揮できる環境をつくることが必要です。

 働く⽅の置かれた個々の事情に応じ、多様な働き⽅を選択できる
社会を実現することで、成⻑と分配の好循環を構築し、働く⼈⼀
⼈ひとりがより良い将来の展望を持てるようにすることを⽬指します

厚⽣労働省 働き⽅改⾰関連法のあらまし （改正労働基準法編）
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36協定（労働基準法36条︓時間外労働・休⽇労働に関する協定）

 原則︓36協定で定めることのできる時間外労働の上限は、
原則として⽉45時間・年360時間

（臨時的な特別の事情がなければ、これを超えられない）
 臨時的な特別の事情︓労使が合意する場合（特別条項）は原則を超えら

れるが、制限あり
 時間外労働が年720時間以内
 時間外労働と休⽇労働の合計が⽉100時間未満
 ⽉45時間を超えて労働されることができる回数は、年6か⽉まで

 適⽤除外・猶予となる事業・業務（5年間猶予）
 建設事業、⾃動⾞運転の業務、⿅児島県及び沖縄県における砂糖製造業
 医師︓法改正時（2019年4⽉1⽇）には、猶予後（2024年4⽉1⽇）の

取り扱いは未定



1818

医師の働き⽅改⾰に向けて検討すべきこと

応招義務との関係
勤務医が、医療機関の使⽤者から労使協定・労働契約の範囲を
超えた診療指⽰等を受けた場合に、結果として労働基準法等に違
反することとなることを理由に医療機関に対して診療等の労務提供
を拒否したとしても、（中略）応招義務違反にはあたらない。

適切な分業体制（いわゆるタスク・シフト/シェア）の整備
医師でなくとも対応可能な業務を洗い出し、適切な分業体制を組
んでいく必要がある
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医師の時間外労働
わが国の医療は、医師の⾃⼰犠牲的な⻑時間労働に⽀えられており、
危機的な状況（医師の働き⽅改⾰に関する検討会 報告書、2019）
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病院勤務医の週勤務時間の区分別割合（R2年調査）
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時間外：⽉80時間、年960時間換算
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0〜520 520〜1040 1040〜1560 1560〜2080 2080〜2600 2600〜3120 3120〜

⼀般則 勤務時間︓1週40時間、
時間外︓原則⽉45時間、年間360時間以内
（特例720時間、厳しい条件下で960時間）

A：週の超過分
B：⽉の超過分(Ax4)
C：年の超過分①(Bx12)
D：年の超過分②(Ax52)

時間外：年1,440時間換算

時間外：年1,920時間換算
時間外：年2,400時間換算

時間外：年2,880時間換算

40.5％
22.1％

10.5％
4.5％

きりが良いように
1,860時間

医師の勤務実態について 第9回医師の働き⽅改⾰の推進に関する検討会 参考資料３ R2/9/30

勤務時間

平均勤務時間
男性︓57時間35分
⼥性︓52時間16分
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診療科別 週あたり勤務時間が60時間以上の常勤勤務医の割合
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医師の勤務実態について 第9回医師の働き⽅改⾰の推進に関する検討会 参考資料３ R2/9/30
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診療科別 時間外労働が年1,860時間換算以上の医師の割合
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医師の勤務実態について 第9回医師の働き⽅改⾰の推進に関する検討会 参考資料３ R2/9/30



2323

医師の⻑時間労働の要因・背景
（医師の⻑時間勤務とその要因）

■緊急対応、⼿術や外来対応等の延⻑をもたらしているのは、
・ 救急搬送を含め診療時間外に診療が必要な患者や、所定の勤務時間内に対応しきれない⻑時間

の⼿術、外来の患者数の多さ、
・ 医師はそれらに対応しなければならないとする応召義務の存在、
・ タスク・シフティング（業務の移管）が⼗分に進んでいない現場の勤務環境、
・ 求めに応じ質の⾼い医療を提供したいという個々の医師の職業意識の⾼さ、
等であると考えられる。

こうした患者対応に伴う事務作業が多いことも要因の⼀つとして指摘されているほか、患者側の都合
により診療時間外での患者説明に対応せざるをえない、診療時間外の看取り時でも主治医がいること
が求められる等によっても時間外勤務が発⽣している。

■医師の⻑時間労働の背景には、個々の医療機関における業務・組織のマネジメントの課題のみならず、
医師の需給や偏在、医師の養成の在り⽅、地域医療提供体制における機能分化・連携が不⼗分な
地域の存在、医療・介護連携や国⺠の医療のかかり⽅等における様々な課題が絡み合って存在して
いる。また、個々の医師の健康確保と、医療の質や安全の確保は表裏⼀体であり、ともに進めていく必
要がある。

医師の働き⽅改⾰について 第1回医療政策研修会 第1回地域医療構想アドバイザー会議 R1/6/7
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医師の⻑時間労働への対策
（労働時間短縮を強⼒に進めていくための具体的⽅向性）

■その上で、医師の労働時間の短縮のために、
・ 医療機関内のマネジメント改⾰（管理者・医師の意識改⾰、医療従事者の合意形成のもとでの業務の移

管や共同化（タスク・シフティング、タスク・シェアリング）、ICT等の技術を活⽤した効率化や勤務環境改
善）、

・ 地域医療提供体制における機能分化・連携、プライマリ・ケアの充実、集約化・重点化の推進（これを促進
するための医療情報の整理・共有化を含む）、医師偏在対策の推進、

・ 上⼿な医療のかかり⽅の周知、
を、全体として徹底して取り組んでいく必要がある。
特に、地域医療提供体制における機能分化・連携、集約化・重点化の推進に関しては、個々の医療機関レ

ベルでの努⼒には限界があり、地域医療構想と連動した取組などが重要である。

医師の働き⽅改⾰について 第1回医療政策研修会 第1回地域医療構想アドバイザー会議 R1/6/7

 医療機関内の取組
 医療⾏政における取組
 住⺠の関わり

➡ この3つが不可⽋
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働き⽅と医療安全の関係
 医療事故やヒヤリ・ハットを経験した割合は、勤務時間が⻑くなるほど上昇する。
 睡眠不⾜は、作業能⼒を低下させたり、反応の誤りを増加させたりすることがわかっている。

医師の働き⽅改⾰について 第1回医療政策研修会 第1回地域医療構想アドバイザー会議 R1/6/7
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2024年4⽉︓医師の労働時間規制開始

スタートラインは 「常識の共有」
 そもそも医師は労働者か︖

➡ 病院で雇⽤されていれば労働者（労働法制上の解釈）
 医師の健康確保は安全な医療を提供するためにも重要

➡ 医師の体調不良は、患者にとって好ましくない

わが国の医療は、医師の⾃⼰犠牲的な⻑時間労働に⽀えられ
ており、危機的な状況（医師の働き⽅改⾰に関する検討会
報告書、2019）

⼭本修⼀ 医師の働き⽅改⾰とタスク・シフト/シェア 臨床検査2022;66:784-790
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2024年4⽉とその後に向けた改⾰のイメージ

1,900〜
2,000時間程度

960時間

現状
2024.4

上限規制適⽤

約1割
約2万⼈

約3割
約6万⼈

約6割
約12万⼈

2024.4以降、暫定特例⽔準を超
える時間外労働の医師は存在して
はならない

暫定特例⽔準⽇ついても、時間外労働
が年960時間以内となることを⽬差し、
さらなる労働時間短縮に取り組む

暫定特例⽔準対象を除き、2024.4
以降、年960時間を超える時間外労
働の医師は存在してはならない
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医師の働き⽅改⾰のポイント
①時間外労働の上限規制
 2024年4⽉以降、原則として医師の時間外労働が年間960時間に制限
 都道府県の指定を受けた⼀部の医療機関では、上限規制を緩和。

②追加的健康確保措置の実施
 ⻑時間労働となる医師に対する⾯接指導と必要に応じた労働時間の短縮

等の措置が必須
 連続勤務時間の制限、勤務時間インターバル及び代償休息という制度が

導⼊され、医師の健康確保が実質化
③医療機関勤務環境評価センターの設置
 医療機関の労働時間短縮の取組みを客観的に評価するため、医療機関

勤務環境評価センター設置
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①時間外労働の上限規制
36協定を締結した場合

➡ 原則として⽉45時間・年360時間まで
特別条項つきの36協定を締結した場合

➡ ⽉100時間・年間960時間まで
特定労務管理対象機関 ➡時間外労働の上限規制を緩和

➡ 上限が年間1860時間・⽉100時間未満
①特定地域医療提供機関（B⽔準対象機関）
②連携型特定地域医療提供機関（連携B⽔準対象機関）
③技能向上集中研修機関（C-1⽔準対象機関）
④特定⾼度技能研修機関（C-2⽔準対象機関）
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②追加的健康確保措置
⽉の上限を超えて勤務する医師に対しては、医療機関が⾯接

指導を⾏い、必要に応じて、労働時間の短縮、宿直の回数の
減少等、必要な措置を講じる必要がある。

医師の健康確保を確実なものとするための規制
①連続勤務時間を28時間までに制限
②勤務間インターバル（休息）は9時間確保
③代償休息を付与する（休息中に、やむを得ない理由により

労働に従事した場合は、当該労働時間に相当する時間の
代償休息を事後的に付与する）
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医師の時間外労働規制

医師(＊) ⼀般企業
原則 ⽉45時間／年360時間以内 ⽉45時間／年360時間以内

上限 年960時間以内
⽉100時間未満（例外あり）

年720時間以内
⽉100時間未満

複数⽉平均80時間以内
45時間超の⽉は年6回以内

努⼒義務
連続勤務時間制限28時間
勤務間インターバル9時間

代償休息
＊指定医療機関の勤務医に対しては、

特例⽔準（年1,860時間）が設けられる

2019年施⾏の働き⽅関連法によって時間外労働に上限が設けられた。
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医師の時間外労働規制
⼀般則 2024年4⽉から 将来

(暫定特例⽔準解消後2035年末)

（原則）
1か⽉45時間
1年360時間

（原則）
1か⽉45時間
1年360時間

(例外)
・年720時間
・複数⽉平均80時間
（休⽇労働含む）
・⽉100時間未満
（休⽇労働含む）
年間6か⽉まで

A
診療従事勤務医
に2024年度以
降⽤される⽔準

年960時間/
⽉100時間(例外あり)
＊いずれも休⽇労働含む B

地域医療確保
暫定特例⽔準

(医療機関を特定)

C-1・C-2
集中的

技能向上⽔準
(医療機関を特定)

A
診療従事勤務医
に2024年度以
降⽤される⽔準

C-1・C-2
集中的

技能向上⽔準
(医療機関を特定)

年1,860時間/
⽉100時間(例外あり)
＊いずれも休⽇労働含む

年1,860時間/
⽉100時間(例外あり)
＊いずれも休⽇労働含む

年960時間/
⽉100時間(例外あり)
＊いずれも休⽇労働含む

セット
連続勤務時間制限28時間
勤務時間インターバル9時間の確保
代償休息

努⼒義務努⼒義務 義務義務 義務義務 義務義務努⼒義務努⼒義務

医師も同様
時
間
外
労
働
भ
上
限

追
加
的
健
康
確
保
措
置

⽉の上限を超える場合の⾯接指導と就業上の措置（いわゆるドクターストップ）

C-1︓初期・後期研修医が、研修プログラムに沿って基礎的な技能や能⼒を修得する際に適⽤
C-2︓医籍登録後の臨床従事６年⽬以降の者が、⾼度技能の育成が公益上必要な分野について、

特定の医療機関で診療に従事する際に適⽤

将来に向けて縮減⽅向

将来に向けて縮減⽅向

通常の医療機関
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③医療機関勤務環境評価センターの設置
「医療機関勤務環境評価センター」
 公益社団法⼈⽇本医師会が指定

医療機関における勤務医の労働時間短縮のための取組み等を
評価するという業務を⾏う。

また、都道府県が特定労務管理対象機関を指定する際、同セ
ンターによる評価の結果を踏まえる。
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今⽇の内容

 ⽇本の医療提供体制の現況

 労働基準法改正から始まったタスク・シフト/シェア

 タスク・シフト/シェアは国をあげた医療変⾰

 次なるタスク・シフト・シェアは医療現場に存在する

 輸⾎部⾨の臨床検査技師への期待
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タスク・シフティング、タスク・シェアリングとは

 「タスク・シフティング（業務の移管）
／タスク・シェアリング（業務の共同化）」
厚労省「新たな医療の在り⽅を踏まえた医師・看護師等の働き⽅ビジョン検討会
報告書」（2017年4⽉6⽇）で使われ始めた⾔葉。現在では、「業務の移管・共
同」を意味する⾔葉として、⼀体的に「タスク・シフト／シェア」が⽤いられている。

 「タスク・シフト／シェア」
「従来、ある職種が担っていた業務を他職種に移管すること⼜は他職種と共同化す
ること」という意味

 タスク（業務）を他職種にシフト（移管）するのか、他職種とシェア
（共同化）するのかによって、各職種の責任の範囲や業務実施体制は
⼤きく異なるため、各医療機関において検討・議論する際には「タスク・シ
フト」と「タスク・シェア」は使い分けることが必要

看護の専⾨性発揮に資するタスク・シフト／シェアに関するガイドライン及び活⽤ガイド （2022年 ⽇本看護協会）
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タスクシフティングが注⽬される理由
 医療技術の進歩に伴う医療の⾼度化や新薬の登場、そして地域での医師不

⾜の影響によって、医師への業務負担が増加し、医師の⻑時間労働などがか
ねてより問題となっています。

 そんな⽇本の医療現場において、業務効率をアップさせるタスクシフティングは、
⼈⼿不⾜や労働環境を改善する切り札として注⽬されています。

 また、タスクシフティングは、医師の労働環境を改善するだけでなく、患者さんに
対してもよりスピーディーできめ細やかな医療提供を実現する試みとして期待
できます。例えば⼊院時に「薬の副作⽤が出た」あるいは「床ずれが出来た」など
のアクシデントが起きた場合、従来であれば医師の診察と指⽰ののち、処⽅変
更や床ずれへの対応を開始していたため、患者はその間待っている必要がありま
した。しかしタスクシフティングによって、各領域のコメディカルスタッフの職務が
広がれば、各コメディカルの裁量によって、迅速に対処できることが増えると考
えられます。

看護の専⾨性発揮に資するタスク・シフト／シェアに関するガイドライン及び活⽤ガイド （2022年 ⽇本看護協会）
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タスク・シフト／シェアの基本理念（⽇本看護協会）

1. 国⺠に必要な医療を安全かつタイムリーに提供できる
2. 法令で⽰されている各職種の業務内容や業務範囲、指⽰の

あり⽅等について理解し、守る
3. 「看護職の倫理綱領」（2021年）及び「看護業務基準」

（2021年改訂版）に準拠する
4. 患者にとっての利益を共通⽬標とし、多職種でタスク・シフト

／シェアについて取り組む
5. 看護師がさらに専⾨性を発揮し、患者中⼼のより質の⾼い

医療を提供できる環境を整備する

看護の専⾨性発揮に資するタスク・シフト／シェアに関するガイドライン及び活⽤ガイド （2022年 ⽇本看護協会）



3838

タスク・シフト／シェアの基本理念

1．国⺠に必要な医療を安全かつタイムリーに提供できる
 医療機関において医師の働き⽅改⾰が進められる中、国⺠に必要な医

療を安全かつタイムリーに提供できることが不可⽋である。
 そのためには、医療関係職種がそれぞれの専⾨性を軸に、さらに役割を

発揮できる体制や効率的な業務実施体制を構築することが不可⽋で
ある。

 また、タスク・シフト／シェアや職種間の業務分担・業務実施体制の⾒
直しにあたっても、患者中⼼の医療及び、医療の質や安全性の担保は
最も重視されるべきものである。

 そのため、新たな業務を担うこととなった職種等については必要な教育・
研修をあらかじめ⾏う等の体制整備を⾏う。

看護の専⾨性発揮に資するタスク・シフト／シェアに関するガイドライン及び活⽤ガイド （2022年 ⽇本看護協会）
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タスク・シフト／シェアの基本理念
2．法令で⽰されている各職種の業務内容や業務範囲、指⽰のあり⽅等

について理解し、守る
 看護師をはじめ多くの医療関係職種の業は法令で規定されており、さらに具体的な内

容が通知等で⽰されている場合も多い。タスク・シフト／シェアや職種間の業務分担・
業務実施体制の⾒直し等の検討にあたっては、法令で⽰されている各職種の業務内
容や業務範囲、指⽰のあり⽅等について理解をした上で、それらを守ることが不可⽋で
ある。

 「業」に関して規定されている事項としては、
①業務の内容（実施できること、できないこと）、
②業務を実施する際の指⽰のあり⽅、
③業務を実施できる場、
④業務を実施する際の要件（必要な研修や業務実施体制等）等がある。

 職種によってこれらの規定は異なることから、医療機関での業務分担等を検討する際
には、各職種の①〜④を把握しておくことが必要となる。

看護の専⾨性発揮に資するタスク・シフト／シェアに関するガイドライン及び活⽤ガイド （2022年 ⽇本看護協会）
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タスク・シフト／シェアの基本理念

3．「看護職の倫理綱領」（2021年）及び
「看護業務基準」（2021年改訂版）に準拠する
本会では、あらゆる場で実践を⾏う看護職を対象とした⾏動指針である ①「看護職

の倫理綱領」（2021年）及び保健師助産師看護師法（以下、「保助看法」と記
載）で規定されたすべての看護職に共通の看護実践の要求レベルと責務を⽰す ②
「看護業務基準」（2021 年改訂版）を公表している。本ガイドラインは、これらに基
づき、看護の専⾨性の発揮に資するタスク・シフト／シェアの取組みを進める上で重要
な基本的考えを⽰す。

なお、看護チームにおける業務のあり⽅については、③「看護チームにおける看護師・
准看護師及び看護補助者の業務のあり⽅に関するガイドライン及び活⽤ガイド」
（2021 年度改訂版）を参照されたい。

看護の専⾨性発揮に資するタスク・シフト／シェアに関するガイドライン及び活⽤ガイド （2022年 ⽇本看護協会）

① https://www.nurse.or.jp/nursing/practice/rinri/rinri.html
② https://www.nurse.or.jp/home/publication/pdf/gyomu/kijyun.pdf
③ https://www.nurse.or.jp/home/publication/pdf/guideline/way_of_nursing_service.pdf?ver202111
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タスク・シフト／シェアの基本理念

4．患者にとっての利益を共通⽬標とし、多職種でタスク・シフト／シェア
について取り組む

 医師の働き⽅改⾰が進められる中においても、国⺠に必要な医療が安全かつタイムリー
に提供されるよう、医療機関で働くすべての職種がタスク・シフト／シェアに向き合っていく
必要がある。

 そのため、組織においてタスク・シフト／シェアの検討を⾏う際には、多職種から構成され
る検討の場を設け、「患者にとっての利益」を共通の⽬標とする。⾃施設の理念や使命
等を踏まえ、各職種がどのように協⼒・分担すれば、⼈々に安全・安⼼な医療を提供し
続けることができるのかという視点で検討を⾏う。

 労働⼒⼈⼝の継続的な減少が⾒込まれる⽇本においては、業務の効率化を通じて組
織全体の業務量を軽減し、限られた⼈材で効率的に医療を提供できる体制の構築が
喫緊の課題である。

 医師の時間外労働の上限規制の適⽤を契機に、どのように組織体制を再構築し、どの
ように職種間で業務を分担していくのか、多職種で検討することが重要である。

看護の専⾨性発揮に資するタスク・シフト／シェアに関するガイドライン及び活⽤ガイド （2022年 ⽇本看護協会）
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タスク・シフト／シェアの基本理念
5．看護師がさらに専⾨性を発揮し、患者中⼼のより質の⾼い医療を提供でき

る環境を整備する
 国におけるタスク・シフト／シェア推進の流れは、医師の働き⽅改⾰を⽬的としており、「これま

で医師が⾏ってきた業務をどの職種に任せるか」という点に注⽬が集まりがちである。
 しかし、同時に現在では、⼈⼝構造や疾病構造等の社会や医療を取り巻く環境に⼤きな変

化が⽣じており、看護業務のあり⽅や提供の仕⽅についての⾒直しが必要な時期でもある。
 タスク・シフト／シェア推進は国を挙げた多職種が関与する⼤きな医療の変⾰であるため、

看護師がその専⾨性をさらに発揮し、患者中⼼のより質の⾼い医療を提供できるようにする
ための契機である。

 そのため、①看護師が専⾨性を発揮し、患者の状態やその変化に応じて判断・対応できるよ
う医師とのタスク・シフト／シェアに取り組むこと及び②看護師がその専⾨性を要する業務に専
念できるよう他職種との業務分担を推進することにより、「看護の専⾨性の発揮に資するタス
ク・シフト／シェア」を進めていく。

 看護師がさらに専⾨性を発揮することで、患者の意思や意向に沿った医療の提供や、医⾏
為の実施⼿順、実施のタイミング等、患者にとって適時適切な医療がより⼀層タイムリーに提
供できる。

看護の専⾨性発揮に資するタスク・シフト／シェアに関するガイドライン及び活⽤ガイド （2022年 ⽇本看護協会）
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タスク・シフト/シェアへの思い（紀野）
 医療現場において、新しい知識や技術は指数関数的に増え

ており、医師⾃らがこれらに対応できる範囲は限られている。
 そのため、医師の働き⽅改⾰の議論がなされる以前から、

専⾨的な知識と技術をもつメディカルスタッフとの協働作業
が不可⽋で、タスク・シフト/シェアへの期待は⼤きかった。

 しかし、各々の医療職の業務は法律によって厳格に規制さ
れているため、チーム医療の枠内であってもタスク・シフト/シ
ェアの実現には壁があった。

 今回、医療とは直接結びつかない労働基準法改正を機に
壁に⽳が開いた。 ➡ 法律は変えられる
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3．基本的な考え⽅

 我が国の医療は、医師の⾃⼰犠牲的な⻑時間労働により⽀えられており、危機的な状
況にあることから、医師の働き⽅改⾰についての議論が積み重ねられてきた。
⼀⽅、医師の業務については、⽇進⽉歩の医療技術への対応や、より質の⾼い医療や
きめ細かな患者への対応に対するニーズの⾼まり等により、より⾼度な業務が求められ
てくるとともに、書類作成等の事務的な業務についても増加の⼀途をたどっている。

 このような状況を打破し、医師の労働時間を短縮するためには、医師の業務のうち、他
の職種に移管可能な業務について、タスク・シフト/シェアを早急に進めていく必要があ
る。

 タスク・シフト/シェアを進めるに当たっては、医療安全の確保及び現⾏の資格法におけ
る職種毎の専⾨性を前提として、個⼈の能⼒や取り巻く環境、医師との信頼関係を踏
まえることが重要である。

 また、⼩児領域に関するタスク・シフト/シェアについては、業務としては同⼀のものであ
ったとしても、安全性の確保についてより⼀層慎重に考慮する必要がある。

「医師の働き⽅改⾰を進めるためのタスク・シフト/シェアの推進に関する検討会 議論の整理」（2020.12.23）

（１）タスク・シフト/シェアを進める上での基本的な認識について
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3．基本的な考え⽅

 2019年6⽉の厚⽣労働省医政局ヒアリングにおいて、タスク・シフト/シェア可能な業
務として挙げられた約300項⽬を対象

 具体的なタスク・シフト/シェアを推進する業務を３つに分けて検討
 「現⾏制度の下で実施可能な業務」

➡ まずタスク・シフト/シェアを推進すべきで、特にタスク・シフト/シェアを推進すべき業務の選定
 「現⾏制度で実施可能か明確に⽰されていない業務」

➡ 内容を整理し、現⾏制度の下で実施可能な範囲を明⽰
 「現⾏制度では実施できない業務（実施するためには法令改正が必要な業務）」

➡ 「現⾏制度の下で実施可能な業務」のタスク・シフト/シェアをまず推進することを前提とした上で必要な
検討を⾏い、タスク・シフト/シェアを推進する業務を選定

「医師の働き⽅改⾰を進めるためのタスク・シフト/シェアの推進に関する検討会 議論の整理」（2020.12.23）

（２）議論のプロセス
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3．基本的な考え⽅

医⾏為に該当する業務
→ 医師の指⽰の下で⾏われることを前提として、医療の質や安全性を担保し

ながら、推進していくことが重要
（医⾏為については、⾃⾝の判断により実施することができるのは医師に限定されている。しかし
ながら、その他の医療専⾨職種もそれぞれの職域毎に医学的判断及び技術に関連する内容を
含んだ専⾨教育を受け、⼀定の能⼒を有していることを前提に、実際に業務実施に当たる個⼈
の能⼒の範囲内で実施できるか否かに関する医師の医学的判断をもって、医師の指⽰の下、職
種毎に診療の補助として実施可能な業務を各資格法に定めることにより、その定められた範囲
内で医⾏為を実施することができることとされている。

医⾏為でない業務
→職種毎の専⾨性を踏まえつつ、幅広い職種にタスク・シフト/シェア

「医師の働き⽅改⾰を進めるためのタスク・シフト/シェアの推進に関する検討会 議論の整理」（2020.12.23）

（3）タスク・シフト/シェア可能なものの考え⽅
医⾏為 医師の医学的判断及び技術をもってするのでなければ⼈体

に危害を及ぼし、⼜は危害を及ぼすおそれのある⾏為
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6．現⾏制度の下で実施可能な業務のうちとくに推進するもの
「医師の働き⽅改⾰を進めるためのタスク・シフト/シェアの推進に関する検討会 議論の整理」（2020.12.23）

（1）職種に関わりなく特に推進するもの
 説明と同意、各種書類の下書き・仮作成、診察前の予診など、患

者の誘導
（2）職種毎に推進するもの（臨床検査技師）

 ⼼臓･⾎管カテーテル検査・治療における直接侵襲を伴わない検
査装置の操作（超⾳波検査や⼼電図検査、⾎管内の⾎圧の観
察・測定等）

 病棟・外来における採⾎業務 （⾎液培養を含む検体採取）
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7．実施するに当たっては法令改正が必要な業務
「医師の働き⽅改⾰を進めるためのタスク・シフト/シェアの推進に関する検討会 議論の整理」（2020.12.23）

（1）基本的考え⽅
 法令改正が必要な業務については、３つの要件で整理

要件① 原則として各資格法の資格の定義とそれに付随する⾏為の範囲
内の業務（資格付随業務）である

要件② その職種が担っていた従来の業務の技術的基盤の上にある隣接
業務（技術隣接業務）である

要件③ 教育カリキュラムや卒後研修などによって安全性を担保できる
（安全性の担保）

 安全性の担保
現⾏の養成課程において必要な知識の習得が担保されていることが明確でない業務

（2）法令改正を⾏いタスク・シフト/シェアを推進する職種ごとの業務

医療法等の改正
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改正医療法の趣旨 （2021年5⽉21⽇成⽴）

 良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推
進する観点から、
１．医師の働き⽅改⾰、
２．各医療関係職種の専⾨性の活⽤、
３．地域の実情に応じた医療提供体制の確保、を進める。

 そのため、⻑時間労働の医師に対し医療機関が講ずべき健
康確保措置等の整備や地域医療構想の実現に向けた医
療機関の取組に対する⽀援の強化等の措置を講ずる。

良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医療法等の⼀部を改正する法律案の概要
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改正の概要

１）医療関係職種の業務範囲の⾒直し（法改正をともなう）
対象 診療放射線技師法、 臨床検査技師等に関する法律、 臨床⼯学技⼠法、

救急救命⼠法
施⾏ 2021年10⽉１⽇ ︓医師の時間外上限設定（2024年4⽉）の2年

半まえ
要点 タスク・シフト/シェアを推進し、医師の負担を軽減しつつ、医療関係職種が

より専⾨性を活かせるよう、各職種の業務範囲の拡⼤等を⾏う。
２）医師養成課程の⾒直し

対象 医師法、⻭科医師法
施⾏ ①は令和７年４⽉１⽇／②は令和５年４⽉１⽇施⾏等 ※⻭科医師も同様の措置
要点 ①共⽤試験合格を医師国家試験の受験資格要件とし、②同試験に合格した医学⽣が臨床実習として医業を

⾏うことができる旨を明確化。

2．各医療関係職種の専⾨性の活⽤

良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医療法等の⼀部を改正する法律案の概要
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看護師に⾒るタスクシフト／シェア

 特定⾏為(21区分38⾏為)
 尿道カテーテルの留置
 静脈採⾎、静脈路の抜去・⽌⾎
 動脈路からの採⾎、動脈路の抜去・⽌⾎
 末梢留置型中⼼静脈カテーテルの抜去・⽌⾎
 ワクチン接種、⽪下注射、静脈注射、筋⾁注射
 ⾎管造影・⾎管内治療中の介助、IVR(画像下治療)

の介助
 ⼀般外来や病棟において、プロトコールに従い医師の指

⽰した薬剤の投与・採⾎・検査を実施する
 救急外来において、医師の事前指⽰やプロトコールに

従い⾎液検査のオーダー、採⾎・検査を実施する
 予診、検査説明、同意書の受領、⼊院オリエンテーショ

ン、患者の移送・誘導 など

2020年12⽉に厚⽣労働省から現⾏制度で実施可能と⽰され
た業務、2021年10⽉の法改正でできるようになった業務
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看護師の独占業務を⼀部解除する形での診療補助

助産（助産師）及び放射線の
照射（診療放射線技師）は医
⾏為であるが、診療の補助には含
まれないため、看護師は実施する
ことができない。

薬剤師は調剤を独占業務として
いるが、薬剤の投与等の診療の
補助の実施は認められていない。
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薬剤師へタスク・シフト/シェアが可能な業務の具体例
 独占業務

① 周術期における薬学的管理等（医師による処⽅後の払出し）
③ 事前に取り決めたプロトコールに沿って⾏う処⽅された薬剤の投与量の変更等（医師によ

る処⽅の範囲内での薬剤の投与量・投与期間（投与間隔）や服薬⽅法、薬剤の規格
等の変更等）

 専⾨性の発揮が期待される業務
① 周術期における薬学的管理等（投与期間の提案等の調剤に該当しない⾏為）
② 病棟等における薬学的管理等
③ 事前に取り決めたプロトコールに沿って⾏う処⽅された薬剤の投与量の変更等（医師に

対する薬剤の提案等の調剤に該当しない⾏為）
④ 薬物療法に関する説明等（輸⾎同意書（⾎漿分画製剤））
⑤ 医師への処⽅提案等の処⽅⽀援（適正使⽤）
⑥ 糖尿病患者等における⾃⼰注射や⾃⼰⾎糖測定等の実技指導
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臨床検査技師へタスク・シフト/シェアが可能な業務の具体例
 独占業務

① ⼼臓・⾎管カテーテル検査、治療における直接侵襲を伴わない検査装置の操作
② 負荷⼼電図検査等における⽣体情報モニターの⾎圧や酸素飽和度などの確認
③ 持続陽圧呼吸療法導⼊の際の陽圧の適正域の測定（陽圧の調整）
④ ⽣理学的検査を実施する際の⼝腔内からの喀痰等の吸引
⑥ 病棟・外来における採⾎業務
⑨ 救急救命処置の場における補助⾏為の実施（⽣理学的検査等）

 専⾨性の発揮が期待される業務
③ 持続陽圧呼吸療法導⼊の際の陽圧の適正域の測定（フローセンサ－、マイクロフォンの

着脱等の診療の補助に該当しない⾏為）
⑤ 検査にかかる薬剤を準備して、患者に服⽤してもらう⾏為
⑦ ⾎液製剤の洗浄・分割、⾎液細胞（幹細胞等）・胚細胞に関する操作
⑧ 輸⾎に関する定型的な事項や補⾜的な説明と同意書の受領
⑨ 救急救命処置の場における補助⾏為の実施
⑩ 細胞診や超⾳波検査等の検査所⾒の記載
⑪ ⽣検材料標本、特殊染⾊標本、免疫染⾊標本等の所⾒の報告書の作成
⑫ 病理診断における⼿術検体等の切り出し
⑬ 画像解析システムの操作等
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法改正 → ⼀連のプロセスを臨床検査技師が実施可能に
アステラス医業経営情報 Mesa May2021
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⽇臨技統計資料
令和3年度施設実態調査
（2021年 ⼀般社団法⼈ ⽇本臨床衛⽣検査技師会）
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令和3年度施設実態調査

回答施設の背景
令和3年度施設実態調査 （2021年 ⼀般社団法⼈ ⽇本臨床衛⽣検査技師会）

115
554
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22
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56
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67
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01︓⼀般病院Ⅰ (特定機能病院)
02︓⼀般病院Ⅱ(地域医療⽀援病院)
03︓⼀般病院Ⅲ (機能指定無し)
04︓精神科病院
05︓療養所(⼀般)                            
06︓療養所(結核)                            
07︓診療所(有床)                            
08︓診療所(無床)                            
09︓検診センター
10︓健診センター
11︓⻭科(病院)                               
12︓⻭科診療所
13︓研究所
14 ︓保健所
15︓⾎液センター
16︓学校
17︓衛⽣検査所
18︓製薬会社
19︓医療機器会社
20︓その他

医療機関としての扱い
（01〜12）

3,434施設

施設数
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臨床検査技師等に関する法律施⾏令の⼀部を改正する政令等

（追加） 臨床検査技師等に関する法律 施⾏令第8条の2の改正
 医療⽤吸引器を⽤いて⿐腔、⼝腔⼜は気管カニューレから喀痰を採取する⾏為
 内視鏡⽤⽣検鉗⼦を⽤いて消化管の病変部位の組織の⼀部を採取する⾏為

（追加） 臨床検査技師等に関する法律 施⾏規則第１条の２の改正
 運動誘発電位検査
 体性感覚誘発電位検査
 持続⽪下グルコース検査
 直腸肛⾨機能検査

（新設） 臨床検査技師等に関する法律 施⾏規則第10条の2の追加
 採⾎を⾏う際に静脈路を確保し、当該静脈路に接続されたチューブにヘパリン加⽣理⾷塩⽔を充填する⾏為
 採⾎を⾏う際に静脈路を確保し、当該静脈路に点滴装置を接続する⾏為（電解質輸液の点滴を実施するため

のものに限る。）
 採⾎を⾏う際に静脈路を確保し、当該静脈路に⾎液成分採⾎装置を接続する⾏為、当該⾎液成分採⾎装置

を操作する⾏為並びに当該⾎液成分採⾎装置の操作が終了した後に抜針及び⽌⾎を⾏う⾏為
 超⾳波検査のために静脈路に造影剤注⼊装置を接続する⾏為、造影剤を投与するために当該造影剤注⼊装置

を操作する⾏為並びに当該造影剤の投与が終了した後に抜針及び⽌⾎を⾏う⾏為

2021年7⽉9⽇ 医政発07009第7号10の業が追加・新設
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令和3年度施設実態調査

現⾏制度下で実施可能とされた14⾏為(複数回答可)
令和3年度施設実態調査 （2021年 ⼀般社団法⼈ ⽇本臨床衛⽣検査技師会）

施設数

323

539

64

8

869

1237

112

83

160

1645

122
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179

399

1011

0500100015002000

01︓⼼臓・⾎管⼒テーテル検査、治療における直接侵襲性を伴わない検査装置の操作

02︓負荷⼼電図等における⽣体情報モニターの⾎圧や酸素飽和度などの確認

03︓持続陽圧呼吸療法導⼊の際の陽圧の適正域の測定

04︓⽣理検査を実施する際の⼝腔内からの喀痰等の吸引

05︓検査にかかる薬剤(尿素、気管⽀拡張剤など〉を準備して患者に服⽤してもらう⾏為

06︓病棟・外来における採⾎業務

07︓⾎液製剤の洗浄・分割、⾎液細胞(幹細胞等)・胚細胞に関する操作

08︓輸⾎に関する定型的な事項や補⾜的な説明と同意書の受領

09︓救急救命処置の場における補助⾏為の実施

10︓脳波検査時の睡眠導⼊剤の投与

11︓⽣検材料標本、特殊染⾊標本、免疫染⾊標本等の所⾒の報告書の作成

12︓病理診断における⼿術検体等の切り出し

13︓画i象解析システムの操作等

14︓病理解剖

15︓現時点では、上記⾏為について実施していない

回答施設数 3234/3434（94.2％）
総回答数 7166
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01：医療⽤吸引器を⽤いて⿐腔、⼝腔⼜は気管カニューレから喀痰を採取する⾏為

02：内視鏡⽤⽣検鉗⼦を⽤いて消化管の病変部位の組織の⼀部を採取する⾏為

03：運動誘発電位検査

04：体性感覚誘発電位検査

05：持続⽪下グルコース(CGM)検査

06：直腸肛⾨機能検査

07：採⾎のための静脈を確保し、当該静脈路に接続されたチューブにヘパリン化⽣⾷などを充填する⾏為

08：採⾎のための静脈を確保し、当該静脈路に点滴装置を接続する⾏為(電解質輸液の点滴)

09：採⾎のための静脈を確保し、⾎液成分採⾎装置に接続、機器操作、抜針及び⽌⾎する⾏為

10：静脈を確保し、超⾳波検査のための造影剤の投与、抜針及び⽌⾎する⾏為

11：現時点では、上記⾏為について実施していない

令和3年度施設実態調査

法令改定で追加された10⾏為(複数回答可)
令和3年度施設実態調査 （2021年 ⼀般社団法⼈ ⽇本臨床衛⽣検査技師会）

施設数

回答施設数 3234/3434（94.2％）
総回答数 3518
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令和3年度施設実態調査

「医師労働時間短縮計画」の策定に向けた院内会議の開催状況(複数回答可)
令和3年度施設実態調査 （2021年 ⼀般社団法⼈ ⽇本臨床衛⽣検査技師会）

施設数

回答施設数 3237/3434（94.3％）
総回答数 3634

498

424

247

2465

0100020003000

1︓開催された

2︓臨床(衛⽣)検査技師が会議のメンバーになっている

3︓短縮計画策定に向けて、検査部に相談があった

4︓現時点で、検査部に相談はない 2,465/3434（71.8％）
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7728

1862

6212

0500010000

①受講する（または受講済）

②受講しない

③わからない

令和3年度会員意識調査

「タスク・シフト／シェア」に関する指定講習会参加（単⼀回答）
令和3年度施設実態調査 （2021年 ⼀般社団法⼈ ⽇本臨床衛⽣検査技師会）

⼈数

回答者数 15,802名 指定講習会の受講について

159

431

32

926

316

05001000

①受講料が⾼い

②⾃施設で実施できる⾏為がない

③⾃施設の施設⻑(所属⻑)の理解がない

④今後、臨床検査技師として該当する⾏為を⾏う予定がない

⑤その他

⼈数

受講しない理由
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今⽇の内容

 ⽇本の医療提供体制の現況

 労働基準法改正から始まったタスク・シフト/シェア

 タスク・シフト/シェアは国をあげた医療変⾰

 次なるタスク・シフト・シェアは医療現場に存在する

 輸⾎部⾨の臨床検査技師への期待
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旭川医⼤での取り組み

検査室を⾶び出して
患者のためになる

価値のある新たな仕事を作ろう!!

（在任期間 2002-2014）
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危機的出⾎への対応
HISモニタリング
2007年頃〜
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⼿術における⼤量輸⾎予測時の対応 2007年頃〜
 ⼤量出⾎が予想される⼿術がある場合

➡ 術前に院内在庫を確認
 術中はHIS上で輸⾎使⽤状況をモニタリング

輸⾎開始時間、輸⾎使⽤スピードなど
 残りバック数が3バック以下

➡ 追加の有無を⼿術室に確認
 追加依頼への事前対応

院内在庫の再確認
同型バッグの⾎液型確認、交差試験
Ｏ型バッグの⾎液型確認、交差試験
⾎液センターに在庫の確認
⾚⾎球・⾎⼩板・必要に応じ抗原陰性⾎も



6767

モニタリング画⾯（実施照合確認画⾯）

準備の整っている血液

使用済みの血液 交差結果
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術中使⽤状況モニタリング

まだ使っていない

⼿術開始 → モニタリングスタート → 残り3バッグを切ったら追加の準備

残り３バッグを切った
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緊急輸⾎⽀援
2010年〜
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緊急輸⾎⼿順の整備 2010年〜

 コード化のメリット
 知識不⾜による製剤選択の誤りと適応判断の

遅れを回避できる
 部⾨間の無⽤なトラブルを回避できる
 輸⾎部⾨内の対応を定型化できる
 コード化のアウトカム
 迅速に輸⾎を供給することで、患者転帰を改善

できる
 ORや輸⾎部⾨の安⼼感が増す
 チーム医療が確⽴する
 病院のレベルアップに繋がる

緊急度に応じた適合⾎の
選択基準をコード化
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緊急輸⾎⽀援の実際
輸血部救急部 緊急度Ⅰ

CALL
緊急度Ⅰ

CALL
Ｏ型＋を持って走る

現場に残り輸血業務支援
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産後弛緩出⾎で緊急搬送され、救命できた症例
15:27

ショック状態の
弛緩出⾎患
者がA型RCC
を輸⾎しながら

緊急搬送

A(+) 
RCC

O(+) 
RCC

40
⼼拍およ
び⾃発呼
吸再開

47

2

↑O型RCCの⾎型確認

↑1度⽬の⾎液型、
不規則抗体検査

↑院内在庫確認

採⾎①
搬送

採⾎②
搬送

↑A(+) 確定

2508 15 18 30

2 2 2

5FFP

CPR

緊急度Ⅰコール

2 2 2 2

2

緊急搬送
未交差

O(+)10単位

2 2 2 2 2

緊急搬送
未交差

A(+)10単位

2 2 2 2

↑BCに緊急搬送・PCの調整依頼
↑院内使⽤可能製剤回収

16:00

2 2 2 2 2

緊急搬送
交差済

A(+)10単位

2

6868U

16:49

OR
搬⼊救命処置 ＆ 術前準備 ⼿術

終了

21:17

5252U

3535U

緊急輸⾎⽀援

派遣技師

輸⾎部⾨技師

↑使⽤状況モニタ↑

RCC

FFP

PC

総出⾎量
約20L

8888U

7777U

5555U

術中 全経過

⺟⼦ともに
健在

追加
指⽰

BC と連携し、
追加輸⾎準備

術中輸⾎
代⾏オーダ

時間

救命現場

輸⾎部技師

現場派遣技師
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⼤量出⾎・
希釈性凝固障害への対応

2011年〜
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クリオプレシピテートの院内作成と供給 2011.11〜

⽬的︓術中⼤量出⾎時における低フィブリノゲン⾎症の改善
院内在庫︓9バッグ
1回の使⽤量︓3バッグ（11.25単位）
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⼿術時の⼤量出⾎患者に対する輸⾎治療マニュアル
 クリオ使⽤前の凝固検査を義務づけ（Fibrinogen 150mg/dLを適応）
 検査結果は15分以内に返す体制を整備
 検査技師ができることはすべてやる（検査オーダ代⾏、⼤量出⾎に即応する輸⾎準備）
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⼤量出⾎時の緊急凝固検査のタイミング
検査オーダは、検査技師が代⾏
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不規則抗体カード
（現、輸⾎関連情報カード）

2012年頃〜
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不規則抗体保有カードの説明⾵景



7979

次なるタスク・シフトは医療現場に存在する

検査を正確に実施し、結果を迅速に報告することは、
臨床検査技師の最も重要な業務

 それに加えて、質の⾼い効率的な医療を提供するため
に、ベッドサイドで診療に有⽤な検査情報を医師へ提
供することや、医療チームの⼀員として専⾨知識を活か
した活動をすることが必須

検査室外での活動は、新たなタスク・シフトを創りだす
基盤となる



8080

第70回学術総会「臨床検査技師の登⻯⾨」 2022年5⽉27⽇

検査室の外に
出よう！

旭川医⼤ ⼤塚浩平技師
認定試験 トップ合格

検査室の外に
出よう！

検査室の外に
出よう！



8181

今⽇の内容

 ⽇本の医療提供体制の現況

 労働基準法改正から始まったタスク・シフト/シェア

 タスク・シフト/シェアは国をあげた医療変⾰

 次なるタスク・シフト・シェアは医療現場に存在する

 輸⾎医療関係者への期待
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輸⾎チーム医療
輸⾎チーム医療に関する指針

（2017年12⽉25⽇ ⽇本輸⾎・細胞治療学会）
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「輸⾎チーム医療に関する指針」の提案
 概略・経緯
 安全で適正な輸⾎医療の実施を⽬指すには、「安全な⾎液製剤の安定供給等に関する法律」いわゆる⾎液

法の基本理念に則り、⾎液製剤の安全性の向上、献⾎による国内⾃給の原則と安定供給の確保、適正使
⽤の推進、⾎液事業における公正の確保及び透明性の向上が挙げられる。

 ⾎液製剤⾃体の安全性は、⽇本⾚⼗字社における問診強化、個別 NAT の導⼊、初流⾎除去や保存前
⽩⾎球除去、輸⾎後 GVHD 予防のための放射線照射などの対策によって⾶躍的に向上した。学会が中⼼
となって各⾎液製剤の適正使⽤に関するガイドラインが作成され、「⾎液製剤の使⽤指針」の改訂に⼤きく貢
献した。

 しかし、⾎液センターから安全な⾎液製剤が供給されても、院内での保管・管理や輸⾎実施時の安全性が確
保できなければ、安全で適正な輸⾎医療の実践は不可能である。輸⾎医療に携わる医師・看護師・臨床検
査技師が、その⾼い専⾨性を⽤いて業務を分担し連携・補完し合い、輸⾎管理及び実施体制を構築する
チーム医療が重要である。

 以上のように安全で適正な輸⾎医療の実践のためには医師・看護師・臨床検査技師・薬剤師などのチーム
医療が重要であり、その実現のためには、①各医療スタッフの専⾨性の向上と役割の拡⼤、②各医療スタ
ッフ間の情報の共有を⽬指す必要がある。

輸⾎チーム医療に関する指針 （2017年12⽉25⽇ ⽇本輸⾎・細胞治療学会）
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輸⾎チーム医療の概念図
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患者にとっての最適な医療とは︖

患者にとっての最適な医療というのは，何であろうか。
困った時にいつでもどこにいても，優れた臨床医への受診により的確な診断と治療を受ける

ことができ，なおかつ⾦銭的にも負荷のかからないもの，というのが誰でも容易に思い浮かぶ
条件ではないかと思われる。これらに，安全に治療を受けることができる，病気が確実に治
癒するなどが加われば，患者から⾒た視点では満点であるかもしれない。
このように医療に対する意⾒や要望は，患者と接する機会の多い医師に対しての意⾒が主

となりがちであるが，実際には臨床医ばかり優れていても良質な医療を提供できるとは限ら
ない。患者に医療を提供するために必要なものすべての質が良質であるからこそ，臨床医が
思う存分優れた医療を提供できることを忘れてはならない。

医療の質の向上のためには，診療だけでなく，医療機関で⾏うすべての業務の質の改善
が必要となる。つまり，診療内容，職員（知識・技術・接遇）や機器・設備の質，経営の
質（運営），組織構成員全員の質など病院組織全体の質の向上である。患者を取り巻く
それぞれの専⾨職種が各領域における職責を果たし，密なコミュニケーションをとりながら患
者を包括的に診療するチーム医療を確⽴できていることが鍵となる。

⾦⼦誠︓最適な医療を提供するためにー臨床検査の⽴場からー 臨床病理58(9)︓2010
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今⽇の内容

 ⽇本の医療提供体制の現況

 労働基準法改正から始まったタスク・シフト/シェア

 タスク・シフト/シェアは国をあげた医療変⾰

 次なるタスク・シフト・シェアは医療現場に存在する

 輸⾎医療関係者への期待
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今⽇のまとめ
医師の働き⽅改⾰により、法的にメディカルスタッフの業の拡

⼤が図られ、タスク・シフト/シェアを実現する環境ができた。
輸⾎医療には多くの職種が関わっており、安全・適正な輸⾎医

療の実践には、タスク・シフト/シェアを取り⼊れたチームとして
の取り組みが必須である。

今後、医師、臨床検査技師、看護師、薬剤師などの輸⾎医
療関係職種間で専⾨性を活かした双⽅向性のタスク・シフト/
シェアを構築することが重要と考えられる。

新たなタスク・シフト/シェアの芽は、臨床の現場に存在する。
輸⾎医療関係者、とくに臨床検査技師は検査室の外に出て、
新たな活躍の場を創りだそう。
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ご静聴ありがとうございました


